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　マレーシアの企業5社（Permodalan Nasional Berhad （PNB）、Guthrie、Golden Hope Plantations 
Berhad、Maybank、Sime Darby Group's Motor Division）がそれぞれ20万リンギを寄付し、総額100万リ
ンギ（約2800万円）の寄付金が駐マレーシア・インドネシア大使に渡された。インドネシア大使は、今回の
地震・津波によってアチェ州では病院、交通網、通信網、家屋などインフラ設備の80～100％が壊滅し、救援























































































































































































































































































































　世界青年議会（World Assembly of Youth）は救援センターをアチェに開設する予定。これはマレーシ


































































































































































































































130 CIAS Discussion Paper No.54 2004年スマトラ沖地震・津波復興史Ⅰ
　ナジブ副首相の談話。マレーシアはバンダ・アチェに津波被災者のための救援センターを設立する予定。































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は部隊を増派する予定。第二段階は民間の建設業者と行う。これと別に、公共事業省はWijaya Karta dan 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































186 CIAS Discussion Paper No.54 2004年スマトラ沖地震・津波復興史Ⅰ
議を開いた。地震後、観光復興をテーマにした大規模な会議の開催は初めて。1月25日には日本、中国、韓国
を加えたASEANプラス3の観光担当閣僚級会議も開く。両会議とも、被災状況を正確に伝えて観光客の過
度の不安を払しょくし、リゾート離れを防ぐことを柱とした観光振興策を打ち出す見通し。域内にはタイ
をはじめ国家財政に占める観光収入の割合が高い国が多く、ASEANにとって観光復興は大きな課題。「観
光客離れを最小限に食い止める方策が急務」（ASEAN筋）となっている。（共同通信 2005.1.24）
風評被害防止へ調査団　観光担当相会議が閉幕
　マレーシアの保養地ランカウイ島で開かれていた東南アジア諸国連合（ASEAN）と日中韓3ヵ国の
「ASEANプラス3」観光担当閣僚会議は1月25日、スマトラ島沖地震・津波の被災国への観光客増加に向け
て、風評被害防止の調査団派遣などを盛り込んだ日本の総合計画を評価する共同声明を採択し、閉幕した。
（時事通信 2005.1.25）
※記載されている情報は、一般報道情報などから得られた情報を抜粋・要約して項目別に整理したものです。抜粋部分には、表
記の統一や明らかな誤りの訂正のため、表現を一部変更している箇所があります。もとの記事の正確な表現等が必要な場合は、
個々の情報に添えられている典拠をもとにもとの記事を参照してください。
